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モータリゼーションの進展や，国鉄再建法，あるいは昨今の鉄道事業法改正を受け，需要と採算性の視

点から次々と鉄道路線が廃止されている．鉄道路線には沿線地域に住む人々の足となり，その生活を支え

るという役割があると考えられるが，鉄道路線の廃止が地域に及ぼす影響について，客観的データに基づ

く定量的な検証は，特に日本全国を対象としては十分になされていない．そこで本研究は，日本全国を対

象に，過去に廃止された路線の駅勢圏人口に着目し，その経年的変化から鉄道路線廃止の影響を定量的に

分析した． 
その結果，まず路線の廃止はその旧駅勢圏の人口変化に対して，人口減少の促進という影響を及ぼすこ

とを明らかにした．路線が存続されている現存地方路線においても駅勢圏人口は減少しているが，廃止路

線の駅勢圏人口の方がより減少が進んでいるということを双方の比較により実証した．また，路線廃止が

駅勢圏人口に及ぼす影響は，廃止からの経過年数が大きくなるほど明確な差となって表れることを定量的

に明らかにした．  
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1. はじめに 
 
これまで，我が国において公共交通とは，独立採算に

よって営まれる“事業”であり交通事業者が需要に応じ

てサービスを提供するものであると考えられてきた．こ

れは鉄道においても例外ではない．1980年の国鉄再建法

制定をはじめ，近年においても 2000年3月1日に鉄道事業

法が改正され鉄道事業への参入が免許制度から事業許可

制度になったことに伴い，鉄道事業者は1年前に事前届

出を提出することにより鉄道路線の廃止が可能になった．

これを受け，昨今の地方都市過疎化及びモータリゼーシ

ョンの進展により，利用客減少が著しく経営悪化に苦し

む地方の鉄道事業者は，鉄道路線の廃止が避けられない

状況となってきている．1995年3月1日～2000年2月29日

までの間に廃止されたのが8路線・区間であった（南部

縦貫鉄道の営業休止を含む）のに対し，2000年3月1日～

2005年2月28日までの間に廃止されたのは16路線・区間

（屋島登山鉄道の営業休止を含む）と廃止路線数は増加

している．また，廃止に至らずとも運行本数を減少させ

るなどの動きも多い． 
一方で，鉄道路線には沿線地域に住む人々の足となり，

その生活を支えるという役割がある．特に自動車の運転

ができない高齢者や学生などの交通弱者にとっては，日

常の移動手段として鉄道は大変重要である．そのような

人々にとって，廃止や運行本数の減便による交通利便性

の著しい低下は生活困難を引き起こし，結果として人口

の流出を招くと考えられる．しかしながら，そうした廃

止による影響について，客観的データに基づく定量的な
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検証は，特に日本全国を対象としては十分になされてい

ない． 
そこで本研究は，日本全国の地方鉄道路線を対象とし，

1970年～2005年の国勢調査に基づく人口データを用いて，

国鉄再建法制定に基づき特定地方交通線の第1次廃止対

象路線が廃止承認された1981年9月18日から2000年まで

の間に廃止となった路線と現在まで存続した路線の駅勢

圏人口の経年的変化を比較することにより，地方鉄道の

存廃が駅勢圏人口に及ぼす影響を定量的にとらえる．ま

た，廃止からの経過年数の違いによる比較から，廃止に

よる影響を明らかにする． 
 
 
2. 既往研究のレビューと本研究の特徴 
 
鉄道が沿線の人口の変遷に及ぼしてきた影響に関する

研究として，中川ら1)は鉄道整備と人口の変遷を長期的

かつ全国的なデータを用いて分析している．鉄道整備と

人口増加率について実証データによる分析から検証して

いるが，廃止の影響については分析しておらず，人口デ

ータも市町村単位である． 
駅勢圏人口の経年的変化について分析しているものと

しては長尾ら2)やOba et al3)の研究が挙げられるが，これ

らの研究は現存する鉄軌道路線を対象としており，廃止

された鉄軌道路線の駅勢圏人口の経年的変化を明らかに

したものではない． 
鉄道路線廃止の影響について，人口変化に着目し分析

しているものとしては宮田ら4)や久保ら5)の研究が挙げら

れる．それぞれ人口変化に対し廃止の影響があることを

明らかにしているが，いずれも一部路線のみを対象とし

ており，日本全国を網羅的に分析した研究ではない．ま

た，人口変化は駅勢圏単位ではなく市町村単位で分析し

ている．特に宮田ら4)の研究においては，長い年月が経

過した後の分析はしていない． 
以上の既往研究のレビューの結果を踏まえると，国鉄

再建法により廃止された路線や，その同時期に廃止され

た路線の沿線はその後どのように変化しているのかを，

日本全国を対象に網羅的かつ定量的にとらえた研究はな

い．本研究では，日本全国の廃止鉄道路線を対象とした

分析を行い，なおかつ，人口の経年的変化を市町村単位

よりも詳細に検証可能な駅勢圏単位で分析しており，こ

れらの点が本研究の大きな特徴であるといえる．こうし

た分析は，廃止鉄道路線の駅位置を特定しデータベース

を構築することによって初めて可能となるものであり，

このような駅座標データベースを構築している点も本研

究の特徴であるといえる． 
 
 

3.  分析方法とデータベース構築 

 

(1) 分析の概要 

本研究で対象とする廃止路線，及び現存する地方路線

について定義し，その上で廃止路線の駅位置を特定，路

線別に駅勢圏人口のデータベースを構築する．そのデー

タベースを基に，駅勢圏人口の経年的変化をとらえ，廃

止路線と現存地方路線の比較， 廃止からの経過年数に

よる比較分析をする． 
廃止路線については，1981年9月18日～2000年9月30日

までに旅客営業の廃止または休止となった鉄道路線を対

象とし，軌道路線，及び鋼索路線は対象外とする．その

上で，地方における鉄道の比較を目的とする本研究の趣

旨から，以下に示す条件に該当する路線は除外する． 
・ 2005年10月1日時点の政令指定都市内を走る路線 
・ 第3セクター化などの事業者転換により廃止した路

線（別事業者として旅客営業している路線） 
・ 営業を再開した路線 
・ 路線変更（駅の移動）により廃止した路線（現在別

ルートで営業している路線） 
・ 路線長が2km未満の路線（分析で駅周辺1km圏を駅

勢圏と定義することから，路線として短過ぎるた

め） 
・ 1970年～2000年の期間内に沿線で鉱山の閉山があっ

た路線（人口変化に対して鉄道廃止による影響より

も鉱山の閉山による影響が大きいと考えられるた

め） 
さらに，対象路線内の駅のうち，以下に示す条件に該当

する駅は除外する． 
・ 駅が現存するもの（他社路線の駅として残っている

ものを含む） 
・ その駅勢圏が現存する鉄道路線の駅勢圏と重なる駅 
・ 臨時駅（ただし，対象期間内に臨時駅に変更された

駅については含む） 
以上より，59路線を廃止路線として本研究の分析対象と

する． 
現存する地方路線については，JR各社の地方交通線92

路線と国土交通省の示す地域鉄道92社のうち鉄道路線を

対象とし，軌道路線，及び鋼索路線は対象外とする．ま

た，以下に示す条件に該当する路線は除外する． 
・ 2005年10月1日時点の政令指定都市内を走る路線 
・ 新幹線開業時にJRから第3セクターに転換された路

線（転換以前はJRの幹線であったため） 
以上より，JR各社の地方交通線86路線，及び地域鉄道77
社105路線の，合わせて191路線を現存地方路線として本

研究の分析対象とする． 
つづいて，廃止路線の駅として該当する549駅の駅位

置を特定する．まず，日本鉄道旅行地図帳6)で廃止路線
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の大まかな位置を把握した上で，国土地理院が提供する

地図閲覧サービス「ウォッちず」7)を用いて，国土地理

院発行2万5000分1地形図のうち対象とする廃止路線が記

載されている図名を，地形や廃線跡の遊歩道などから推

測し，さらに廃止日と照らし合わせて発行日が廃止日よ

りも前である地形図279枚を取得する．次に，「ウォッ

ちず」7)にて，現在の地形図と得られた過去の地形図に

記載されている廃止路線の駅とを同定作業し，位置座標

を取得する．上記地形図に記載されていない駅について

は，上記と同様に路線形の同定作業をした上で，日本鉄

道旅行地図帳6)及び旧国鉄・JR鉄道線廃止停車場一覧8)に

より前後の駅との距離を特定し，電子国土ポータル9)の

計測機能を用いて路線に沿って距離按分をする．以上よ

り対象とする廃止路線の駅位置は，図-1に示す通りであ

る． 
 
(2) 路線別駅勢圏人口データベースの構築 
 一般的な人の歩行速度を時速4km，徒歩による駅まで

のアクセスが容易な時間を15分として，駅周辺1km圏を

駅勢圏と定義し，圏内の人口を算出することで，駅勢圏

人口データベースを構築する．データについては廃止路

線，現存地方路線ともに路線別に集計する．人口データ

は1970年・1980年・1990年・1995年・2000年・2005年の

国勢調査に基づく人口の3次地域メッシュデータを使用

する． 
駅勢圏人口は，GISを用いて算出する．特に駅勢圏の

境界をまたぐメッシュについて，駅勢圏内と駅勢圏外の

面積比に基づいて人口を按分することで算出する．駅勢

圏が重なる部分に関しては，先に路線別にまとめてから

人口の算出をするため重複はしない． 
 
 

 
図-1 対象とする廃止路線 

 

4. 鉄道路線廃止と駅勢圏人口変化に関する分析 

 
(1) 現存地方路線との比較分析 

廃止路線と現存地方路線それぞれの路線別駅勢圏人口

について，その変化の平均を算出し，比較する．分析に

あたり，廃止路線を以下のように分類する． 
① 1981年 9月 18日～1990年 9月 30日に廃止された路線 
② 1990年 10月 1日～2000年 9月 30日に廃止された路線 
これにより①に該当するのは50路線，②に該当するのは

9路線である． 
 路線別駅勢圏人口の変化の算出方法について式1に示

す． 

b

a
ba X

XL =/
 (1) 

ここで，La / bはb年を基準としたa年における路線別駅勢

圏人口の変化，Xa， Xbはそれぞれa年，b年における路線

別駅勢圏人口である．つづいて，人口変化の平均の算出

方法について式 2に示す． 

N
L

A ba
ba
∑= /

/
 (2) 

ここで，Aa / bはb年を基準としたa年における人口変化の

平均，N は路線数である．①ではa=1980, 1990, 1995, 2000, 
2005，b=1980とし，②ではa=1990, 1995, 2000, 2005，
b=1990とする．現存地方路線について，a及びbを廃止路

線の分類に合わせて用いる．①の結果を表-1と図-2，②

の結果を表-2と図-3に示す． 
 
表-1 1981年9月18日～1990年9月30日に廃止された路線と 

現存地方路線の人口変化の平均 

1980年

(A1980/1980)

1990年

(A1990/1980)

1995年

(A1995/1980)

2000年

(A2000/1980)

2005年

(A2005/1980)

現存地方路線 100.0% 98.5% 98.0% 96.8% 95.7%

廃止路線 100.0% 93.9% 91.3% 88.7% 86.3%

1980年基準の人口変化の平均
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図-2 1981年9月18日～1990年9月30日に 

       廃止された路線と現存地方路線の比較 
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表-2 1990年10月1日～2000年9月30日に廃止された路線と 

現存地方路線の人口変化の平均 

1990年

(A1990/1990)

1995年

(A1995/1990)

2000年

(A2000/1990)

2005年

(A2005/1990)

現存地方路線 100.0% 99.3% 97.9% 96.6%

廃止路線 100.0% 97.2% 92.7% 89.0%

1990年基準の人口変化の平均
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図-3 1990年10月1日～2000年9月30日に 

       廃止された路線と現存地方路線の比較 

 

 

 次に，廃止路線と現存地方路線の平均に有意な差があ

るか否かを示すため，平均値の差を検定する．まず，分

散について仮定するためF検定をし，この結果を受けP
≧0.05の場合は等分散を仮定，P＜0.05の場合は分散が等

しくないと仮定した上で2標本によるt検定を行う．得ら

れた結果により，それぞれ有意な差であるか否かを検定

する．結果を表-3に示す． 
①の1981年9月18日～1990年9月30日に廃止された路線

を対象にしたものの分析結果について，図-2より，現存

地方路線，廃止路線ともに減少しているが，廃止路線の

方が減少率は大きい．その差は，表-1より1990年では

4.6%，2005年では9.4%であり，廃止から年数が経過する

とともに大きくなっている．検定の結果，この差は1％
水準で有意な差であるため，路線の存廃により人口変化

に差が生じているといえる． 
②の1990年10月1日～2000年9月30日に廃止された路線

を対象にしたものの分析結果について，図-3より，現存

地方路線も廃止路線も人口は減少しているが，廃止路線 
 
 

表-3 廃止された路線と現存地方路線の人口変化の 

平均の差の検定 

P値 1990年 1995年 2000年 2005年

①と現存地方路線 ●0.003** ●0.001** ●0.000** ●0.000**

②と現存地方路線 ― ●0.195 ●0.092* ●0.093*

*：10%有意　**：1%有意  

の方が減少率は大きい．その差は，表-2より1995年では

2.1%，2000年では5.2%，2005年では7.6%であり，廃止か

ら年数が経過するとともに大きくなっている．検定の結

果，1995年ではこれらには10％水準では有意な差がある

とはいえないが，これは1995～2000年に廃止された路線

が反映されていないためだと考えられる．また，2000年
及び2005年ではこの差は10％水準で有意な差であるため，

路線の存廃により人口変化に差が生じているといえる． 路線廃止期間 

 以上より，廃止路線の駅勢圏では現存地方路線の駅勢

圏よりも人口減少が促進されていることを明らかにした． 現存地方路線 

 
(2) 廃止からの経過年数による比較分析 
前項と同様に式1及び式2を用いて路線別駅勢圏人口の

変化の平均を算出し，分析する．なお，a=1970, 1980, 
1990, 1995, 2000, 2005，b=1970とする．廃止路線は，以下

のように分類する． 

廃止路線 

① 1981年 9月 18日～1990年 9月 30日に廃止された路線 
② 1990年 10月 1日～2000年 9月 30日に廃止された路線 
これにより①に該当するのは50路線，②に該当するのは

9路線である． 
①について，算出結果を表-4 に示す．つづいて，人

口変化の平均について，A1970/1970とA1980/1970，及びA1970/1970

とA1990/1970，A1995/1970，A2000/1970，A2005/1970で 2本の回帰直線を，

どちらも切片が 1になるようにして描き，その差を比較

する．その結果を図-4に示す． 
 

表-4 1981年9月18日～1990年9月30日に廃止された路線の 

人口変化の平均 

1970年

(A1970/1970)

1980年

(A1980/1970)

1990年

(A1990/1970)

1995年

(A1995/1970)

2000年

(A2000/1970)

2005年

(A2005/1970)

100.0% 96.8% 92.3% 90.2% 87.9% 85.8%

1970年基準の人口変化の平均
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図-4 1981年9月18日～1990年9月30日に廃止された路線の 

人口変化の平均と回帰直線 
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②について，算出結果を表-5に示す．つづいて，人口

変化の平均について，A1970/1970とA1980/1970，A1990/1970，

A1995/1970，及びA1970/1970とA2000/1970，A2005/1970で2本の回帰直線

を，どちらも切片が1になるようにして描き，その差を

比較する．その結果を図-5に示す． 
①の1981年9月18日～1990年9月30日に廃止された路線

を対象にしたものの分析結果について，図-4に示すよう

に，全体的に減少傾向であるが，廃止後の回帰直線の傾

きは廃止前の回帰直線の傾きよりも負の方向に大きいこ

とが読み取れる．路線の廃止が起きなければ人口変化は

廃止前の回帰直線に従うことが予想されるが，路線の廃

止が起こったことにより人口減少が進み，回帰直線の傾

きが負の方向に大きくなったと考えられる． 
つづいて②の1990年10月1日～2000年9月30日に廃止さ

れた路線を対象にしたものの分析結果について，①と同

様，図-5に示すように，全体的に減少傾向であるが，廃

止後の回帰直線の傾きは廃止前の回帰直線の傾きよりも

若干負の方向に大きいことが読み取れる． 
ここで，回帰直線の方程式にx=2005を代入すると，①

では廃止前の回帰直線における2005年の値が88.8%，廃

止後の回帰直線における2005年の値が86.0%であり，そ 
 
 

表-5 1990年10月1日～2000年9月30日に廃止された路線の 

人口変化の平均 

1970年

(A1970/1970)

1980年

(A1980/1970)

1990年

(A1990/1970)

1995年

(A1995/1970)

2000年

(A2000/1970)

2005年

(A2005/1970)

100.0% 96.6% 91.8% 90.5% 87.5% 84.8%

1970年基準の人口変化の平均
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図-5 1990年10月1日～2000年9月30日に廃止された路線の 

人口変化の平均と回帰直線 

の差は2.8%である．一方，②では廃止前の回帰直線にお

ける2005年の値が86.2%，廃止後の回帰直線における

2005年の値が85.0%であり，その差は1.2%である．した

がって，②よりも①の方が廃止前後の回帰直線の差が大

きくなっていることがわかる． 
以上より，廃止によって人口減少が促進されることが

示され，かつ廃止からの経過年数が大きくなるほど人口

減少も大きくなり，廃止の影響が強くなっていくことを

定量的に明らかにした． 
 
 
5. おわりに 

 

本研究では，日本全国を対象にして，地方鉄道路線の

廃止が駅勢圏人口の経年的変化に及ぼす影響を明らかに

するために，廃止路線の駅位置を特定した駅座標データ

ベースを構築した上で，まず廃止路線の駅勢圏人口と現

存地方路線の駅勢圏人口を比較分析した．つづいて，廃

止路線の廃止日に着目して，廃止路線の駅勢圏人口が廃

止後年数が経過するとともにどのような変化をしてきた

か，6つの年次の人口データから長期的な分析をした．  
その結果，まず，路線の廃止はその旧駅勢圏の人口変

化に対して，人口減少の促進という影響を及ぼすことを

明らかにした．路線が存続されている現存地方路線にお

いても駅勢圏人口は減少しているが， 1981年9月18日～

1990年9月30日に廃止された路線の駅勢圏人口は1980年
を100%とすると2005年時点では86.3%，現存地方路線の

駅勢圏人口は95.7%とその差は9.4%である．同様に，

1990年10月1日～2000年9月30日に廃止された路線の駅勢

圏人口は1990年を100%とすると2005年時点では89.0%，

現存地方路線の駅勢圏人口は96.6%とその差は7.6%であ

る．したがって，現存地方路線の駅勢圏人口と比較し，

廃止路線の駅勢圏人口の方がより減少が進んでいるとい

うことを実証した． 

路線廃止期間 

y = -0.004(x-1970)+1 

つづいて，廃止からの経過年数が大きくなるにつれて，

路線の廃止による人口変化への影響が明確な差となって

表れることを明らかにした．1970年を100%として，廃

止前の駅勢圏人口と廃止後の駅勢圏人口に対しそれぞれ

回帰直線を描くと，分析に用いた人口データのうち最新

の2005年時点で廃止から15年以上が経過している1981年
9月18日～1990年9月30日に廃止された路線では廃止前後

の回帰直線の差は2.6%であるのに対し，廃止から15年未

満である1990年10月1日～2000年9月30日に廃止された路

線ではその差は1.2%である．この結果は，廃止から年数

が経過するほど，人口減少が促進されるということを示

している．したがって，廃止による影響を正確に把握す

るためには，長期的な展望が必要となる． 

y = -0.0043(x-1970)+1 

86.2% 

85.0% 
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付録 対象路線について 
 
第3章第1項における対象路線の定義の補足をする．ま

ず，廃止路線の除外条件である“1970年～2000年の期間

内に沿線で鉱山の閉山があった路線”については，鉱山

の位置を国土地理院発行2万5000分1地形図にて地図記号

から特定し，その鉱山を駅勢圏内に鉱山を含む路線，あ

るいはその鉱山まで専用線が伸びている路線のうち，該

当する期間に鉱山の閉山があったものとしている．つづ

いて，現存地方路線について，“2005年10月1日時点の

政令指定都市内を走る路線”に該当する大井川鐡道井川

線（静岡市葵区を通る）については，その立地や直接静

岡市街地へ乗り入れないというアクセス性を考慮し，実

態が都市鉄道よりも地方鉄道に近いことから対象路線に

含めている．さらに，神戸電鉄公園都市線については，

同事業者が2004年まで準大手私鉄だったこと，及び同事

業者の別路線を利用した神戸市街地へのアクセス性，及

びJR福知山線を利用した大阪市街地へのアクセス性を踏

まえ対象路線から除外している． 
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